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(1) 動機： 首都圏のように多数の自治体にまたがる大

都市圏においては数十kmの距離を日常的に通勤

通学移動する人も数多く，さまざまな規模での生活

圏が重なり合いつつ，商業・業務・工場・住宅地と

いった用途分化，また住宅地の機能分化が上記の

通り統計に表れやすい規模で発生していることも

特徴的である．これらの違いをとらえる指標として小

売商業はわかりやすいが，それぞれの商業集積の

商圏の範囲は，上記のような日常流動のために交

錯して複雑である．  
 
(2) アプローチ： 商圏の複雑さは，1)長距離の日常流

動のために買い物帰りだけでもいくつもの可能性

があり空間的相互作用を考慮する必要があること

2)年齢性別・嗜好などさまざまな属性の人々に向け

た商圏が重なり合い，どこまでが基礎商圏か最近

隣というだけでは定義できないこと，3)全体の規模

が大きいためにニッチ市場が集積として成立し，そ

れらが広域商圏をもっていること，4)凝集・業態が

変動し続け，カテゴリーが曖昧になっていること，が

挙げられる．他方で商圏水準については年齢別人

口の他に，税務データなどを用いて各地域のポテ

ンシャルをさまざまな視角から考察する方法が考え

られる． 

(3) 意義： 古くから取り上げられているテーマではある

が，とりわけ近年では高齢化社会に伴う「フードデ

ザート問題」など生鮮食品に対するアクセシビリティ，

エリアマネジメントの一環として地域商業再開発の

際の適正規模・水準を示す指針が必要と考える．

そして首都圏のように多数の自治体にまたがる大

都市圏は地域差を自治体単位の指標によってとら

えることが可能であり，地域分化を明らかにする手

法を確立するための対象として扱いやすい．  
 
 
(4) 結果：首都圏においては進学・就職により毎年流

入する若年層のボリュームが特徴的である．また

「住宅すごろく」が崩れたとされる現在でも，年齢層

を中心にその中でも所得層ごとに分化する郊外住

宅地（あるいは高層マンション集積地）のモザイク

状の存在が，多様な商業集積の存在を支えている．

局所的な高齢化社会の急激な進行もこの延長線

上にあるといえる．抜本的な対策は住宅政策という

ことになろうが，対症療法としては上記の通り地域

商業の質・量を計画するためのより精緻な知見・理

論の構築が必要だろう． 
 
 

 

 

図 1: 対象地域と百貨店（都心集中型） 
およびイオン系 SC(郊外型)の分布 

図 2: 被相続人 1 人あたり相続税額の地域差 

（税務署管轄単位） 


